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は じ め に

阪神・淡路大震災や東日本大地震などの大規模地震をはじめ、地球温暖化の進

行に伴う非常に強い台風や、極めて短い時間の局所的大雨の増加などによる風水

害及び土砂災害が各地で頻発する一方、国外においては、これら自然災害のほか、

無差別テロの発生や弾道ミサイル発射など、国民保護の観点から見過ごすことの

できない事件や事故等が多発している。

また、病原性が高い新型インフルエンザや、同様の危険性がある新感染症の発

生による大きな健康被害と、これに伴う社会的影響をもたらすことが懸念される

など、危機事象への対応も広範囲に及んでいる現状の中で、これらの危機による

被害を防止し、又は軽減させるため、｢長野市危機管理指針｣を定めるものである。

本市における危機管理の対策としては、自然災害を主とした危機事象に対して

は、長野市地域防災計画に基づいて対策の取り組みが行われているところであり、

また、大規模テロなど国民の生命・財産に被害が及ぶ恐れのある危機事態等につ

いては、国民保護法に基づく長野市国民保護計画により対応することになってい

る。

更に感染症をはじめとするその他の危機については、本指針に基づき、危機対

処計画を策定し、危機レベルに応じた体制をもって、市民の生命･身体及び財産

の安全と安心を確保してきたものである。

今般、新型インフルエンザ等による危機事象に対して、新型インフルエンザ等

対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）が制定され、これに基づく長野市新型

インフルエンザ等対策行動計画を新たに策定したことにあわせ、見直しを行った

ところである。

本指針は、あらゆる危機に対応するための基本的な考え方、取り組み方をまと

めたものであり、それぞれが日頃から危機に備えるとともに共通の認識を持ち、

いつ起こるかわからない危機に対して、迅速かつ的確に対処し、被害及び損失の

拡大を防止することにより、安全で安心して暮らせる長野市の実現を目指すもの

とする。

平成 26 年８月 
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―指針の位置づけ―
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再発防止策の構築

クライシス・コミュニケーション

マニュアルに基づく行動と臨機応変な
措置が講じられる態勢

注意態勢→警戒態勢

問題が小さい段階での対応（措置）
危機の発展を予測し直ちに適切な措置
を施すことができる組織

危機管理

危

機

対

処

計

画

例

アンテナを張り巡らし感度を高くして
おける組織

【脆弱な組織文化】
・平穏に慣れ最悪事態を想定しない組織
・不利な情報は報告せず隠蔽に走る組織
・我が身の保身に走り責任の転嫁を図ろうとする組織
・他での失敗例等を学習しない組織
・情勢の変化に対応できない組織　　　　　　　等

断片情報に基づく事態の予測

日常業務に潜んでいる問題点の把握

普段と違う兆候の発見

日頃から担当業務に対し問題意識を持
つ組織

少ない情報でも危機を見抜くことので
きる組織

【参考文献；危機マネジメント研究会編　実践　危機マネジメント】

最悪事態を想定
被害の最小限化

復旧事業計画策定と対策の実施

情報の収集と分析による事態の解析

起こり得る損失の大きさを考え決断を
下せる組織

情報の収集・整理と緊急対応が出来る
態勢

組織内の報告、連絡、相談の徹底と関
係者等への情報伝達・公開、記者会見
等への対応ができる態勢

業務（事業等）の中断、中止、変更

悪い情報でも報告できる関係と外部情
報の収集ができる組織

危機の認知と迅速な初動態勢の確立

応急対策の実施

危機事案
住民の安全・安心・信頼を大きく損ねる又は損ねるおそれのある
確率の高い又は不確実で予測し難い事案

評価・検証による再発防止策の構築

危機対処計画の見直しと訓練の実施

訓練の実施による問題点の洗い出し

情報の共有化を図るた
めの連絡態勢の徹底

脆弱な組織文化を改善し、自然災害等による危機を始め、日常の
業務内に潜む危機に対しても予知・予防し、被害の最小限化と再
発防止を図るシステムの構築と情報の共有化

危機の予知・予測

危機発生の防止

再建支援策の策定と実施

情
報
の
共
有
化
と
情
報
公
開

評価・検証チーム態勢Ｐ→Ｄ→Ｃ→Ａ
計画　実行　審査　振返

法令等の遵守
関係法令等の趣旨を理解し遵守するこ
とができる組織

危機発生時の対応

復旧と復興

恒久対策を見据えた計画と関係者への
説明責任と納得責任

事後処理（確認）態勢

厳戒態勢→対策本部

―危機管理の概念―
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第１章  総則 
第１節 目 的 

この指針は、長野市における危機管理の基本的事項を定め、各部局等が相互に連携し、総合的な危

機管理体制の整備を推進することにより、危機から市民の生命、身体、財産に及ぼす被害を防止し、

又は軽減を図ることを目的とする。 

第２節 策定方針 

１ 組織体制の充実を図り、危機事態に対処するための即応力を強化する。 

２ 各部局等の責務及び事前対策・応急対策・事後対策の基本を明確にする。 

３ 事前対策・応急対策・事後対策の具体的な内容については、本指針に基づき、各部局等において、

危機対処計画で定める。 

第３節 定 義 

１ 危機の範囲 

危機管理指針が対象とする「危機」とは、市民の生命、身体及び財産に直接重大な被害が生じ、

又は生じるおそれがある緊急の事態であり、全庁的又は部局横断的に取り組むべき事案を対象とす

るとともに、日常の業務内に潜む危機においても含めるものである。 

（1）全庁的又は部局横断的に対応する重大危機 

ア 長野市地域防災計画による危機 

ａ 自然災害（地震災害、風水害、雪害、火山災害） 

ｂ 大規模事故等（航空機事故災害、道路事故災害、鉄道事故災害、危険物等災害、大規模火

災、林野火災、原子力災害） 

  イ 長野市国民保護計画による危機 

ａ 武力攻撃事態（武力攻撃等） 

ｂ 緊急対処事態（大量殺傷テロ、大規模施設テロ等） 

ウ 長野市新型インフルエンザ等対策行動計画による危機 

a感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）（以下

「感染症法」という。）第6条第7項に規定する新型インフルエンザ等感染症 

b感染症法第6条第9項に規定する新感染症で、その感染力の強さから新型インフルエンザ 

と同様に社会的影響が大きいもの 

エ 長野市危機対処計画による重大な危機は、別表１に示す重大な感染症、飲料水事故等とする。 

感染症等の重大危機             （別表１） 

想定される重大危機例 主な対処部局等 

重大な感染症（Ｏ１５７等） 保健福祉部 

重大な家畜伝染病（高病原性鳥インフルエンザ、ＢＳＥ等） 保健福祉部･農林部 

大規模な飲料水事件･ 事故 (異物混入による汚染等)

＊国民保護計画に移行する場合がある。 
上下水道局 
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（2）各部局等が主として対応する危機 

各部局等が主として対応する危機は、次の別表２に示す事案とするが、予測し難いことが危機

であり、新たな危機の追加、又は規模及び被害状況等により、全庁的に対応する重大危機に移行

する場合もある。 

各部局等が主として対応する危機（例）       （別表２） 

NO 想定される危機例 主な対応部局等 

1 庁舎内での事件・事故 総務部 

2 情報システム･コンピュータネットワークへの脅威 総務部 

3 市長など要人への危害 企画政策部・議会事務局 

4 公共交通機関における事件・事故 企画政策部 

5 局所的な食中毒 保健福祉部 

6 インフルエンザ・ノロウイルス等の感染症 保健福祉部 

7 医療施設における事件・事故・感染 保健福祉部・生活部 

8 医薬品・毒劇物等による健康被害 保健福祉部・生活部

9 アルコール依存症・薬物中毒等に係る対応 保健福祉部 

10 社会福祉施設等における事件・事故・感染 保健福祉部 

11 大気・水質・土壌汚染・悪臭・騒音等の公害 環境部 

12 廃棄物の不法投棄・野焼き 環境部 

13 危険動物・有害昆虫等における事故 農林部・都市整備部 

14 異常干ばつ 農林部

15 山岳遭難事故 地域振興部・商工観光部

16 農薬使用による被害 農林部

17 市営住宅等における事件・事故 建設部 

18 市管理道路・河川等に係る事故 建設部 

19 公園での事件・事故 都市整備部 

20 動物園飼育動物・家畜類の感染症 都市整備部・農林部 

21 市所有スポーツ施設での事件・事故 教育委員会 

22 学校等における事件・事故・感染 教育委員会 

23 ライフラインの停止(電気・ガス･上下水道等) 総務部・上下水道局 

24 水源異常・水道水汚染 上下水道局 

25 公共下水道への有害物質等流入事故 上下水道局 

26 消防活動等における事故・感染 消防局 

27 イベント開催時における事件・事故 担当部局 

28 許認可事務に係る違反行為等 担当部局 

29 公共工事等による事故 担当部局 

30 公共工事等に係る談合等の違反行為 担当部局 

31 職員の不祥事・事故等  全部局 

32 施策等に係わる不適切な言動  全部局 

33 上記以外の事件、事故等 各関係部局 
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２ 危機管理 

危機管理とは、「自然災害」、「大規模事故」、「武力攻撃事態・大規模テロ等の緊急対処事態」によ

る危機及び｢感染症｣などの危機から、市民の生命、身体及び財産の安全を確保することを目的とし

て、危機の発生を防止し、被害等の軽減を図り、危機を収拾し、市民生活を平常に回復させ、再発

防止を図ることをいう。 

第４節 責 務 

１ 市の責務 

市は、市民の安全と生活の安定を確保するため、市の有するすべての機能を十分に発揮するとと

もに、国、地方公共団体、その他の関係機関等と相互に連携協力し、危機に係わる対策を総合的に

推進しなければならない。 

２ 職員の責務 

職員は、自らの職務及び立場に応じて、起こりうる危機発生時にどのように行動するべきか想定

しておくとともに、情報の伝達網を確認し、市民の危機管理に対する要請に応えなければならない。 

３ マニュアルの作成 

各部局等は、所管する危機に関する事前対策、応急対策及び事後対策を迅速かつ的確に実施する

ため、本指針に基づき｢危機管理応急対策マニュアル｣を作成し、事後の検証結果等により必要性が

生じた場合は、速やかに修正を行うものとする。 

第２章  危機管理の基本方針 

第１節 事前対策 

１ 資機材等の整備 

各部局等は、平常時から危機事態を想定し、応急対策に必要な資機材等を整備するとともに適切

な管理を行い、緊急時に有効に活用できるよう努める。 

なお、保管することに支障のある資機材等については、危機発生時において円滑に調達できる体

制等をあらかじめ整備しておくものとする。 

２ 職員研修及び訓練 

長野市災害対策本部規程に定める部局長等（以下「本部員」という。）は、所属職員に対し危機事

態を想定した実践的訓練や研修を行うものとする。また、職員は危機発生時において、迅速・的確

な判断や対応ができるよう、日頃から対応の習熟に努める。 

３ 関係機関等との連携 

各部局等は、危機発生時の応急対策が円滑に実施できるよう、発生時における活動や連絡等に関

して、関係機関等と日頃から連携協力体制の強化と推進に努める。 

４ ボランティア団体等との連携 

各部局等は、危機発生時において、ボランティアが活動しやすい環境の整備を進めるとともに、

ボランティア団体等との信頼関係を確立し、連携協力体制を推進する。 

５ 市民の協力 
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市民は、危機に備えて自己建築物等の安全性の向上、食料等の備蓄、情報入手手段の確認など、

日頃から自助努力するとともに、危機に関する訓練や研修に積極的に参加し、自らの安全を確保す

るための知識を習得するよう努めるものとする。 

６ 事業者の協力 

事業者は、管理する施設、組織などにおける危機の発生を抑止するとともに、危機発生に備え、

事業所内の体制整備や、食料等の備蓄などを行うよう努めるものとする。 

第２節 応急対策 

１ 危機発生時の対応 

危機発生時において所管する部局等は、直ちに初動対処及び情報収集体制を構築し、収集した情

報は、危機管理防災課及び関係部局等と共有する。 

２ 活動方針の決定 

長野市危機対策本部（以下「危機対策本部」という。）は、重大な危機発生時、速やかに必要な情

報を収集･分析し、活動方針や各部局等の役割などを決定するとともに、関係機関、市民及び報道等

への情報提供を行う。 

３ 関係機関等と連携した緊急対策 

各部局等は、危機による被害や影響を最小限に留めるため、市民、事業者、関係機関等と連携･

協力して、人命救助・救急医療・消火活動などを行い、事態を迅速に収拾する。 

４ 他の自治体等と連携した緊急対策 

危機対策本部は、危機の発生規模や被害状況等により、応援が必要と判断される場合は、他の自

治体等に対し、所定の手続をもって速やかに要請し、相互に連携協力する。 

５ 市民への情報提供 

危機対策本部は、危機事態の混乱を防止し、危機に関する情報や市民の安全、安心を確保するた

め、次の項目を中心にあらゆる広報手段を活用し、迅速かつ的確に情報を提供する。 

（1）危機事案の発生状況、危機対策本部の設置 

（2）二次災害の危険性 

（3）住民がとるべき対応方法等 

（4）応急対策の実施状況 

（5）避難行動要支援者への支援の呼びかけ 

（6）生活関連情報 

（7）事態収束に伴う危機対策本部の縮小、解散 

６ 被災者への対応 

危機発生直後において、各部局等は、関係機関等との連携により、市民の生命、身体を守ること

を最優先に諸活動を実施しなければならない。その際、二次災害の発生に留意し、安全を確保した

上で、迅速、確実に救出・救助活動を実施するとともに、負傷者等に対して必要な措置を行うもの

とする。 

７ 市民の安全確保及び被害の拡大防止 

各部局等は、市民の安全を確保するため、発生場所周辺の安全を確認し、危険が生じた場合は、

速やかに立入りを制限し、若しくは進入を禁止し、又は、周辺住民等を避難誘導するなど、必要な

措置を講じ、被害の拡大防止に努めなければならない。 



１０

第３節 事後対策 

１ 市民生活の安定・復旧 

市は、国、地方公共団体、その他の関係機関等と相互に協力し、被災者等の生活援護、地域経済

の復興支援等を行い、市民生活の早期回復と自力復興の促進に努める。

２ 検証・見直し 

市は、発生原因を究明し、事前対策、実施した応急対策等について総合的に検証を行い、検証結

果を再発防止策に反映させる。 

第３章  危機対処計画 

第１節 組織体制 

１ 危機対処計画の組織体制 

危機対処計画による危機事象が発生した場合、又は発生のおそれのある場合は、規模及び被害状

況に応じ、次の別表３に示す段階的な組織体制を原則とし、初動対処及び情報収集体制を構築し、

応急対策に努める｡ただし、危機の特殊性又は被害状況等によっては、段階を経ず体制を移行する場

合もある。 

               危機発生時の組織体制            （別表３） 

区分 危機の程度 対応 

レベル１ 日常業務の中で、小規模な人為的ミスなどによる危機 課(室)対応 

レベル２ 被害の拡大や重複等により、危機の拡大が予想される場合 部局対応 

レベル３ 
大規模に被害が拡大し、又は拡大のおそれがあり社会的影響力

が著しい場合 
全庁的対応 
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－危機事案対応フロー図－

（報告）

[情報の共有]

関係部局･関係機関

地域防災計

画に基づき

対応 

危機管理防災課

市長・副市長

危機管理防災監

長野市危機管理調整会議

（対処方針・組織体制の決定）

感染症等の重大危機

長野市危機対策本部

全庁的・部局横断的対応（レベル３）

地域防災計画：第３配備準用

危機事案の発生

危機対処計画（応急対策マニュアル）

危 機 管 理 推 進 会 議

（検証結果等反映・情報の共有など）

その他の危機

国民保護計

画に基づき

対応

報
告

移行

移行

自然災害･ 

大規模事

武力攻撃

･テロ

新型インフル

エンザ等

新型インフル

エンザ等対策

計画に基づき

行動

通報連絡

（市民・警察・消防・関係機関等）

部局等危機対策本部

（レベル2）

所管課（室）対応

（レベル１）
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第２節 対策本部等の設置 

１ 長野市危機管理調整会議の設置 

危機管理防災監は、部局横断的又は所管不明な危機事象の発生や被害状況等により、必要に

応じて長野市危機管理調整会議（以下「危機管理調整会議」という。）を設置する。 

２ 部局等による危機対策本部等の設置 

部局等は、危機発生時の規模及び被害の状況に応じて、必要により部局等危機対策本部を設

置する。 

なお、危機の規模や被害等が拡大し、市民生活に重大な影響を及ぼすことが予想される場合

は、危機対策本部の組織体制等に迅速に移行するなど、状況に応じて対応する。 

３ 危機対策本部の設置 

大規模で重大な危機事態が発生し、全庁的にその対策を要すると認められる場合、若しくは

市長が必要と認める場合は、速やかに危機対策本部を設置し、全庁的に必要な体制をとり、機

動的かつ横断的に対応する。 

なお、職員の配備体制については、長野市地域防災計画で定める第３配備の例による。 

第３節 役割と報告 

１ 危機管理防災監の役割 

危機管理防災監は、本部長(市長)を補佐するとともに本部員を統括し、全庁的かつ総合的に

危機管理を掌理する。 

なお、本部長が不在の場合は、危機管理防災監がその職務を代理する。また、必要に応じて

関係本部員等で構成される危機管理調整会議を開催し、収集された情報を分析・検討し、当該

危機への対処方針や危機に応じた組織体制等を決定する。 

２ 危機管理防災課の役割 

危機管理防災課は、危機の事態に対して全庁的な体制が必要な場合、危機対策本部の設置運

営のほか、情報収集、各部局等及び関係機関との連絡調整を行うものとし、部局横断的な危機

においても関係部局等との連絡調整等を行うものとする。なお、所管が不明な危機事象の場合

には、危機管理防災課において初動体制を取り、所管が決定した後、引き継ぐものとする。 

３ 各部局等の役割 

各部局等は、事態の拡大等により全庁的な体制が必要となる場合、危機対策本部への報告及

び関係部局等との連携を密にし、計画に基づき応急対策活動を行うものとする。また、対応部

局等が複数となる事案の場合は、危機管理調整会議で決定した体制等をもって、危機管理防災

課及び関係部局等との連携を密にし、応急対策活動を行うものとする。 

なお、小規模な危機事案の場合は、所管課（室）が対応する。 

４ 情報の伝達・報告 

各部局等は、事態が拡大し、若しくは拡大が予想される場合、又は社会的影響力が大きいと

判断される場合は、事態の状況について危機管理防災監等に随時報告する。 

第４章  計画の策定 
市は、「長野市地域防災計画」、「長野市水防計画」、「長野市国民保護計画」、「長野市新型インフ
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ルエンザ等対策行動計画」及び「長野市危機対処計画」の５つの計画を策定し、本指針の目的を

実現する。 

第１節 長野市地域防災計画・長野市水防計画 

災害対策基本法に基づく｢長野市地域防災計画｣及び水防法に基づく「長野市水防計画」は、長

野市における災害に対処するための基本的かつ総合的な計画として、｢長野市防災会議｣が策定す

る計画であり、災害の種類に応じた「総合編（震災、風水害、雪害等）」、｢資料編｣及び「自主防

災活動の手引き」に区分した三編の構成とする。 

第２節 長野市国民保護計画 

｢長野市国民保護計画｣は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平

成 16年法律第 112 号）及び｢長野県国民保護計画｣に基づき、武力攻撃事態等及び緊急対処事態

に備え、国民を保護するための計画で、｢長野市国民保護協議会｣に諮問した上で策定する。 

第３節 長野市新型インフルエンザ等対策行動計画 

「長野市新型インフルエンザ等対策行動計画」は、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基

づき、新型インフルエンザ等感染症で、その感染力の強さから社会的影響が大きいものによる危

機事象に対する行動計画を策定する。 

第４節 長野市危機対処計画 

｢長野市危機対処計画｣は、長野市地域防災計画、長野市水防計画、長野市国民保護計画、及び

長野市新型インフルエンザ等対策行動計画に定める危機以外の事態に対処するための計画で、こ

の指針に基づき各部局等において事前対策、応急対策及び事後対策等の計画を策定する。 

第５章 危機管理推進会議 
長野市における危機管理の一層の充実と推進体制の強化を図るため、庁内に「危機管理推進会

議」を設置する。 

この会議は、議長、副議長及び委員をもって組織し、議長は市長、副議長は副市長及び危機管

理防災監、委員は各部局長及び市長が指定する職員をもって充て、危機管理に関する最新情報の

共有を図るとともに、検証結果の反映や新たな危機への対応などについて検討し、必要により部

長会議に併せて諮るものとする。 

改 訂 履 歴 改 訂 内 容 

平成 19 年３月 策定 

平成 26 年８月 一部改訂 


